
○滋賀県水源森林地域保全条例
平成27年3月23日
滋賀県条例第6号
滋賀県水源森林地域保全条例をここに公布する。
滋賀県水源森林地域保全条例

(目的)
第1条 この条例は、琵琶湖森林づくり条例(平成16年滋賀県条例
第2号)第12条の規定の趣旨にのっとり、水源森林地域の保全に関し、県および土地所有者等の責務を明らかにす
るとともに、水源森林地域における適正な土地利用の確保を図るための措置等を定めることにより、森林の有す
る水源の涵養機能の維持および増進に寄与することを目的とする。

(定義)
第2条 この条例において「水源森林地域」とは、第6条第1項の規定により指定された地域をいう。
2 この条例において「土地所有者等」とは、水源森林地域の区域内の土地の所有権または使用および収益を目的
とする権利であって規則で定めるもの(以下「所有権等」という。)を有する者をいう。

(県の責務)
第3条 県は、第5条第1項に規定する基本方針にのっとり、水源森林地域の保全に関する施策を実施するものとす
 る。
2 県は、水源森林地域の保全に関する施策の実施に当たっては、市町との連携に努めるとともに、市町に対し必
要な情報の提供または助言を行うものとする。

(土地所有者等の責務)
第4条 土地所有者等は、次条第1項に規定する基本方針にのっとり、水源森林地域における適正な土地利用に配
慮するよう努めるとともに、県が実施する水源森林地域の保全に関する施策に協力するよう努めなければならな
 い。

(基本方針)
第5条 知事は、水源森林地域の保全に関する基本方針(以下「基本方針」という。)を定めるものとする。
2 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。
(1) 水源森林地域における適正な土地利用に関する基本的事項
(2) 水源森林地域の指定に関する基本的事項
(3) その他水源森林地域の保全に関し必要な事項
3 知事は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、滋賀県森林審議会の意見を聴かなければならない。

4 知事は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
5 前2項の規定は、基本方針の変更について準用する。

(水源森林地域の指定)
第6条 知事は、基本方針にのっとり、水源の涵養機能の維持を図るため適正な土地利用を確保することが必要と
認められる森林の存する地域を水源森林地域として指定することができる。
2 知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、関係市町の長および滋賀県森林審議会の
意見を聴かなければならない。
3 知事は、第1項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、規則で定めるところにより、その旨を
公告し、当該指定の案を当該公告の日から起算して2週間公衆の縦覧に供しなければならない。
4 前項の規定による公告があったときは、第1項の規定による指定をしようとする区域の保全の見地からの意見
を有する者および当該区域内の土地の所有権等を有する者その他の利害関係人は、前項の縦覧期間満了の日まで
に、縦覧に供された指定の案について、知事に意見書を提出することができる。
5 知事は、縦覧に供された指定の案について異議がある旨の前項の意見書の提出があった場合において、当該意
見書に口頭で意見を述べたい旨の記載があるときは、規則で定めるところにより、当該意見書を提出した者に口
頭で意見を述べる機会を与えなければならない。
6 知事は、第1項の規定による指定をするときは、規則で定めるところにより、その旨および当該指定の区域を
告示しなければならない。
7 第1項の規定による指定は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。
8 第2項から前項までの規定は、水源森林地域の区域の変更について準用する。

(土地の所有権等の移転等の届出)
第7条 土地所有者等は、当該土地の所有権等の移転または設定をする契約(予約を含み、規則で定めるものに限
る。以下「土地売買等の契約」という。)を締結しようとするときは、その日の30日前までに、規則で定めると
ころにより、次に掲げる事項を知事に届け出なければならない。



(1) 土地売買等の契約の当事者の氏名および住所(法人にあっては、その名称、代表者の氏名および主たる事務
所の所在地)
(2) 土地売買等の契約を締結しようとする年月日
(3) 土地売買等の契約に係る土地の所在および面積
(4) 土地売買等の契約に係る土地の所有権等の種別および内容
(5) 土地売買等の契約に係る土地の所有権等の移転または設定後における土地の利用目的
(6) その他規則で定める事項
2 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する場合は、適用しない。
(1) 土地売買等の契約の当事者の一方または双方が国、地方公共団体その他規則で定める公共的団体である場合

(2) 非常災害のため必要な応急措置として行われる場合
(3) その他規則で定める場合
3 前条第1項の規定による指定(当該指定の区域の変更を含む。)の日から起算して30日を経過する日までの間に
当該指定に係る水源森林地域の区域(水源森林地域の区域の変更の場合にあっては、当該変更により新たに水源
森林地域となった区域に限る。)内の土地について土地売買等の契約を締結しようとする場合における第1項の規
定の適用については、同項中「その日の30日前までに」とあるのは、「あらかじめ」とする。
4 第1項の規定による届出をした者は、当該届出に係る事項を変更しようとするときは、規則で定めるところに
より、あらかじめ、その旨を知事に届け出なければならない。

(関係市町長への通知等)
第8条 知事は、前条第1項または第4項の規定による届出があったときは、その内容を関係市町の長に通知して、
当該届出に係る土地の利用について、水源森林地域の保全の見地からの意見を求めるものとする。

(立入調査等)
第9条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第7条
第1項または第4項の規定による届出をした者(以下「届出者」という。)に対し、必要な報告もしくは資料の提出
を求め、またはその職員に、当該届出に係る土地に立ち入らせ、当該土地の利用が水源の涵養機能の維持に及ぼ
す影響を調査させ、もしくは関係者に質問させることができる。
2 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、こ
れを提示しなければならない。
3 第1項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

(指導または助言)
第10条 知事は、届出者に対し、規則で定めるところにより、当該届出に係る土地の利用について、当該土地お
よびその周辺の土地(水源森林地域の区域内のものに限る。)における水源の涵養機能の維持を図るために、必要
な指導または助言を行うことができる。
2 届出者は、前項の指導または助言を受けたときは、規則で定めるところにより、当該届出に係る土地の所有権
等の移転もしくは設定を受けようとする者または移転もしくは設定を受けた者に当該指導または助言の内容を伝
達するものとする。

(勧告)
第11条 知事は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告すること
ができる。
(1) 第7条第1項または第4項の規定による届出をせず、または虚偽の届出をした者
(2) 第9条第1項の規定による報告もしくは資料の提出をせず、もしくは虚偽の報告もしくは虚偽の資料の提出を
し、または同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、もしくは忌避し、もしくは同項の規定による質問に対して
答弁をせず、もしくは虚偽の答弁をした者
(3) 正当な理由がなく、前条第1項の規定による指導に従わなかった者

(公表)
第12条 知事は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な理由がなく、当該勧告に従わなかったときは、規
則で定めるところにより、その旨および当該勧告の内容を公表することができる。
2 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表に係る者に意見を述べる機会を
与えなければならない。

(罰則)
第13条 次の各号のいずれかに該当する者は、5万円以下の過料に処する。
(1) 第7条第1項または第4項の規定による届出をせず、または虚偽の届出をした者
(2) 第9条第1項の規定による報告もしくは資料の提出をせず、もしくは虚偽の報告もしくは虚偽の資料の提出を
し、または同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、もしくは忌避し、もしくは同項の規定による質問に対して
答弁をせず、もしくは虚偽の答弁をした者



第14条 法人の代表者または法人もしくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人または人の業務に関
して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人または人に対しても同条の過料を科する。

(市町条例との関係)
第15条 市町が水源の涵養機能の維持を図るため適正な土地利用を確保することが必要と認める森林の存する地
域の保全に関して、当該市町が条例を制定した場合であって、その条例の内容がこの条例の規定の趣旨に即した
ものであるときは、当該市町の区域においては、第6条から前条までの規定は、適用しない。

(規則への委任)
第16条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

付則
1 この条例は、平成27年4月1日から施行する。ただし、第7条から第14条までの規定は、平成28年1月1日から施
行する。
2 平成28年1月1日から同月30日までの間に、同月1日において現に第6条第1項の規定により指定されている水源
森林地域の区域内の土地について土地売買等の契約を締結しようとする場合における第7条第1項の規定の適用に
ついては、同項中「その日の30日前までに」とあるのは、「あらかじめ」とする。この場合において、同条第3
項の規定は、適用しない。


